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１．調査の目的 

 高齢化を伴う人口減少や個人の価値観・ライフスタイルが多様化し、急速な社会変化が

みられる現在において、学習活動により社会活力を維持・増進し、地域の課題解決や地域

づくりの人材育成が一層求められています。 

鎌ケ谷市においても、「緑とふれあいのあるふるさと鎌ケ谷」を実現し、社会課題に対応

するため、第４次生涯学習推進基本計画を定めることとし、計画策定の基礎資料とするた

め、生涯学習市民アンケートを実施したものです。 

 

２ 調査項目 

 （１）生涯学習に対する考え方について 

 （２）生涯学習の現状について 

 （３）生涯学習への今後の意向について 

 （４）生涯学習を通じた地域づくりや子どもたちのことについて 

 （５）属性（性別、年齢、職業、居住地区） 

 

３ 調査設計   

（１）調査対象  市内在住の満１８歳以上の男女 １，０００人 

（２）抽出方法  住民基本台帳から、性別・年代別に無作為に抽出（外国人も含む） 

１８～２９歳代、３０歳代、４０歳代、５０歳代、６０歳代、７０歳以

上の６区分から男女均等抽出。１８歳～２９歳の男女は各８５人とし、

そのほかの年代は男女各８３人ずつとします。 

（３）調査方法  郵送による配布と回収（各公民館に直接持参でも可） 

 （４）調査期間  平成３０年７月１８日（水）～８月１２日（日） 

 

４ 回収結果   

 回収数（回収率） ３７２（３７．２％） 

 

５ 報告書の見方 

 （１）図中に示した数値は百分比（％）で示してあります。これらの数値は、少数点第

２位を四捨五入しているため、全項目の回答比率の合計が１００％とならない場

合があります。 

 （２）複数の回答を求めた質問では、回答比率が１００％を超えることもあります。 

 （３）報告書の図表では、コンピュータ―入力の都合上、回答選択肢の表現を省略して

いる場合もあります。 

Ⅰ. 調査の概要 
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６ 地区割の状況について  

中央地区 中央、富岡、道野辺中央、 

道野辺本町、初富本町、 

南初富４丁目～６丁目、 

初富（９２８～９３１番地） 

右京塚、新鎌ケ谷 

中央東地区 東鎌ケ谷、東初富、 

南初富１丁目～３丁目 

初富（７００～９２７番地） 

 

東部地区 丸山、鎌ケ谷、南鎌ケ谷、 

東道野辺２丁目～７丁目 

南部地区 東道野辺１丁目、西道野辺、

馬込沢、道野辺 

中沢、東中沢、北中沢、 

中沢新町         

西部地区 くぬぎ山、串崎新田、北初富 

粟野（４２６～５３８番地）

佐津間（１３００番～）、 

初富（１～３９９番地・ 

１３００番地～） 

北部地区 佐津間（１～１２９９番地）

中佐津間、西佐津間、 

南佐津間、軽井沢 

粟野（１～４２５番地・ 

５３９番地～） 
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７ 町丁別人口・世帯数 

  

　　　◆中央地区
住　　　　所 男 女 総　数 世帯数

道野辺中央一丁目 ４７１ ４９４ ９６５ ４６１
道野辺中央二丁目 ２５４ ２５２ ５０６ ２５０
道野辺中央三丁目 ６０５ ６０３ １,２０８ ５５３
道野辺中央四丁目 ５８９ ６２６ １,２１５ ６０３
道野辺中央五丁目 ２６６ ２８２ ５４８ ２２２
道野辺本町一丁目 ６５７ ７１０ １,３６７ ６４７
道野辺本町二丁目 ６３８ ７１３ １,３５１ ６５２
南初富四丁目 １,１２４ １,１３９ ２,２６３ ９６０
南初富五丁目 ６９５ ７２１ １,４１６ ６０９
南初富六丁目 ５２０ ５５３ １,０７３ ４４８
右京塚 ５５８ ５９１ １,１４９ ５３５
中央一丁目 ３４０ ３４２ ６８２ ３３４
中央二丁目 ６９４ ７０６ １,４００ ６４６
富岡一丁目 ３８１ ３３３ ７１４ ３４３
富岡二丁目 ６９４ ７１８ １,４１２ ６７０
富岡三丁目 ５０６ ４９２ ９９８ ３９０
初富本町一丁目 ８５６ ８５０ １,７０６ ７９１
初富本町二丁目 ５６８ ５６７ １,１３５ ４７７
新鎌ケ谷一丁目 ６６２ ８５７ １,５１９ ８７８
新鎌ケ谷二丁目 ２９６ ３３９ ６３５ ３６２
新鎌ケ谷三丁目 ７６８ ８７６ １,６４４ ５９９
新鎌ケ谷四丁目 ３６７ ３９３ ７６０ ３５７
合計 １２,５０９ １３,１５７ ２５,６６６ １１,７８７

　　　◆中央東地区
住　　　　所 男 女 総　数 世帯数

東鎌ケ谷一丁目 ４１９ ４０５ ８２４ ３５６
東鎌ケ谷二丁目 １,０６７ １,０６６ ２,１３３ １,０１７
東鎌ケ谷三丁目 ７４４ ７６９ １,５１３ ６９７
南初富一丁目 ９４０ ９４２ １,８８２ ７９１
南初富二丁目 ９７０ ９２５ １,８９５ ７５４
南初富三丁目 ８２３ ８０１ １,６２４ ６８１
東初富一丁目 ４９４ ５０８ １,００２ ４３４
東初富二丁目 ５３８ ５７２ １,１１０ ４５５
東初富三丁目 １,０１６ ９８９ ２,００５ ８１５
東初富四丁目 ５２６ ５５７ １,０８３ ４９２
東初富五丁目 ８５８ ９１４ １,７７２ ８００
東初富六丁目 ２６３ ２５９ ５２２ ２４９
合計 ８,６５８ ８,７０７ １７,３６５ ７,５４１

　　　◆東部地区
住　　　　所 男 女 総　数 世帯数

丸山一丁目 ７２９ ７４６ １,４７５ ７２１
丸山二丁目 ６７２ ６６９ １,３４１ ５６１
丸山三丁目 ５１０ ５２４ １,０３４ ４７９
鎌ケ谷一丁目 ４９６ ５３８ １,０３４ ５０９
鎌ケ谷二丁目 ９２１ ９７２ １,８９３ ８１０
鎌ケ谷三丁目 ６２８ ６４０ １,２６８ ５３０
鎌ケ谷四丁目 ４６１ ４７９ ９４０ ４１８
鎌ケ谷五丁目 ６５２ ６７６ １,３２８ ６１５
鎌ケ谷六丁目 ２５２ ２６５ ５１７ ２３９
鎌ケ谷七丁目 ８３３ ８３９ １,６７２ ７０１
鎌ケ谷八丁目 ４６７ ４７９ ９４６ ４１３
鎌ケ谷九丁目 ７６２ ７４２ １,５０４ ６５３

(平成３０年６月１日現在）
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住　　　　所 男 女 総　数 世帯数
南鎌ケ谷一丁目 ６２８ ６２９ １,２５７ ５６１
南鎌ケ谷二丁目 ４９６ ４２９ ９２５ ４００
南鎌ケ谷三丁目 ２７７ ２７４ ５５１ ２４９
南鎌ケ谷四丁目 ６９４ ６４８ １,３４２ ５８３
東道野辺二丁目 ４９５ ５１８ １,０１３ ４２４
東道野辺三丁目 ８５１ ８８９ １,７４０ ７０９
東道野辺四丁目 ９０７ ９４７ １,８５４ ７４８
東道野辺五丁目 ４９２ ４７６ ９６８ ４２１
東道野辺六丁目 ４８４ ５０４ ９８８ ４３５
東道野辺七丁目 ７４２ ７６０ １,５０２ ６９０
合計 １３,４４９ １３,６４３ ２７,０９２ １１,８６９

　　　◆南部地区
住　　　　所 男 女 総　数 世帯数

道野辺 ４３９ ４６９ ９０８ ４１０
東道野辺一丁目 １８８ ２０７ ３９５ １７７
西道野辺 １,４５４ １,６１７ ３,０７１ １,５６４
馬込沢 ３６３ ３４４ ７０７ ３４９
中沢 ４８５ ３９８ ８８３ ３８１
東中沢一丁目 ８７２ ８５４ １,７２６ ７４３
東中沢二丁目 １,８１６ １,８６０ ３,６７６ １,５９２
東中沢三丁目 １,１０７ １,１３７ ２,２４４ ８９６
東中沢四丁目 ５８４ ６２５ １,２０９ ５２０
北中沢一丁目 ７６３ ７８５ １,５４８ ６３７
北中沢二丁目 １,１１９ １,１３３ ２,２５２ ９３３
北中沢三丁目 ５０８ ４６４ ９７２ ４６０
中沢新町 ４０６ ４３６ ８４２ ３４２
合計 １０,１０４ １０,３２９ ２０,４３３ ９,００４

　　　◆西部地区
住　　　　所 男 女 総　数 世帯数

くぬぎ山一丁目 ７２１ ７３４ １,４５５ ６４４
くぬぎ山二丁目 ７６３ ７５５ １,５１８ ７１６
くぬぎ山三丁目 ６０７ ５９２ １,１９９ ５４３
くぬぎ山四丁目 ５７６ ５６１ １,１３７ ５７０
くぬぎ山五丁目 ４３７ ３５７ ７９４ ３５９
北初富 ４０２ ４２６ ８２８ ４３９
串崎新田 ３４ ３１ ６５ ２５
合計 ３,５４０ ３,４５６ ６,９９６ ３,２９６

　　　◆北部地区
住　　　　所 男 女 総　数 世帯数

中佐津間一丁目 ５５８ ５３９ １,０９７ ４４５
中佐津間二丁目 ４１２ ４１５ ８２７ ３５１
西佐津間一丁目 ６９７ ６６６ １,３６３ ６４０
西佐津間二丁目 ５９０ ６２９ １,２１９ ５２３
南佐津間 ３３６ ３２１ ６５７ ２９３
軽井沢 ３４７ ２７０ ６１７ ２８５
合計 ２,９４０ ２,８４０ ５,７８０ ２,５３７

　　　◆中央地区、中央東地区、西部地区
住　　　　所 男 女 総　数 世帯数

初富 １,９２８ ２,０５２ ３,９８０ １,７２７

　　　◆西部地区、北部地区
住　　　　所 男 女 総　数 世帯数

粟野 ９３２ ９５６ １,８８８ ８５４
佐津間 ３２３ ３０７ ６３０ ３１４
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Ⅱ. 回答者の属性 

項目 18～29歳 30歳代 40歳代 50歳代 60歳代 70歳以上 無回答 合計 市内人口

男性 16 15 23 32 37 39 1 163 54,383

女性 23 32 37 38 41 33 1 205 55,447

無回答 0 0 0 0 0 0 4 4

合計 39 47 60 70 78 72 6 372 109,830
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項目 回答者数 構成比

勤め人 121 32.5%

自営業 24 6.5%
アルバイト

　　・パート
67 18.0%

家事専業 71 19.1%

学生 14 3.8%

その他 7 1.9%

無職 63 16.9%

無回答 5 1.3%

合計 372 100%

項目 回答者数 構成比

中央 90 24.2%

中央東 60 16.1%

東部 90 24.2%

南部 65 17.5%

西部 31 8.3%

北部 23 6.2%

無回答 13 3.5%

合計 372 100%
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Ⅲ. 生涯学習に対する考え方について 

「必要なことだと思う」（84.4％）との回答は、前回調査より 2.7 ポイント高く

なりました。 

 年代別でみると、「40 歳代」（90.0％）、「18 歳～29 歳」（89.7％）と高く、最も

低い「30 歳代」でも 78.7％と高い数値となりました。 

 職業別にみると、「学生」（92.9％）、「自営業」（87.5％）、「勤め人」（86.8％）の

順に高く、最も低い「アルバイト・パート」でも 76.1％と高い数値となっており、

生涯学習の必要性に対する市民の意識はかなり高い結果となりました。 

 また、「必要だと思わない」（1.6％）との回答は、前回調査より 4.2 ポイント低

くなり、生涯学習への理解が浸透してきているものといえます。 

 

 

（今回ｎ＝372  前回ｎ＝360） 
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 「生きがいや楽しみをもち、心豊かに生活するため」（80.9％）が圧倒的に高く、

「仲間づくりや交流を深めるため」（36.9％）、「老後（将来）を有意義に過ごすため」

（30.9％）の順となり、前回の調査同様に生涯学習によって自らの人生の充実・向上

を期待する割合が高いといえます。 

 「生きがいや楽しみをもち、心豊かに生活するため」との回答は、全ての年代・職

業においても最も高い数値となりました。 

 一方、「地域活動、ボランティア活動などの社会貢献のため」と回答した割合は

11.8％と最も低く、これからの生涯学習は、自らの人生を豊かにする手段だけでは

なく、自分の住む地域がより良くなっていくよう地域社会に参画し、助け合ってい

くことが求められているということも発信していく必要があります。 

 

（ｎ＝314） 
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 「個人学習」（①2.2％、②21.0％）、「パソコンやインターネットを利用」（①1.6％、②17.7％）

の順となり、内閣府による「生涯学習に関する世論調査」（平成 30 年 8 月）においても、「イ

ンターネット」「職場の教育・研修」「自宅での学習活動（書籍など）」の順に高く、上位項目は

同様の傾向となりました。また、生涯学習をしている人はどの項目においても「2 回以上」と

の回答が多く、継続して活動をしている人が多いことがわかります。 

 年代別にみると、70 歳以上を除く世代では、「個人学習」、「パソコン・インターネットを利

用」など個人でできる学習割合が高く、70 歳以上では、地域の施設などを利用したサークル

や団体での学習割合が高くなりました。 

 一方、「していない」と回答した割合は 33.1％ですが、生涯学習の必要性については、8 割

以上の人が「必要なことだと思う」と回答していることからも、学習活動をしていない人も、

その必要性を感じている人は多く、今後どのように生涯学習活動につなげていけるかが課題と

なります。 

 

 （ｎ＝372） 

Ⅳ. 生涯学習の現状について 
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 「外出の機会が増えた」（28.9％）、「趣味が広がった」（28.1％）、「友人ができた」（24.9％）

の順となりました。学習活動を通じて生活の幅が広がり、ネットワークの形成など人生にプラ

スの効果を及ぼしているほか、経済的な効果も期待でき、学習活動が経済活動にも寄与してい

ることも考えられます。 

 年代別にみると、「外出の機会が増えた」、「友人ができた」と回答した割合は、70 歳以上が

他の年代に比べ高くなっており、学習活動が社会とつながる役割を担っていることがうかがえ

ます。 

 一方、「自治会などの地域活動に参加する機会が増えた」と回答した割合は 8.4％に留まり、

今後自治会や地域活動への参加意欲を高めるための取り組みが課題となります。 

 

 

 

（ｎ＝249） 
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 「活かしている」（49.8％）、「活かしたいと思うが活かせていない」（34.5％）

となり、活かしている、活かしたいと思っている人が 8 割以上と高い結果とな

りました。今後、活かしたいが活かせていない人への活かすきっかけづくりが

課題となります。 

 年代別でみると、「活かしたいと思うが活かせていない」と回答した割合は、

50 歳代で 52.2％、18～29 歳で 47.8％と高くなりました。 

 職業別にみると、「活かしたいと思うが活かせていない」と回答した割合は、

学生で 54.5％、家事専業で 45.7％と高くなっており、「活かしたい」と思って

いる人が、学んだ成果を活かせるような活用や交流機会の創出、人材情報の把

握・提供などの取り組みが必要です。 

 

 

（ｎ＝249） 
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 「自身の健康維持」（37.6％）、「仕事や就職」（37.6％）、「家庭・日常生活」（35.2％）

の順となり、学びを通じた自己実現のために活かしている割合が高いといえます。内閣

府による「生涯学習に関する世論調査」（平成 30 年８月）においても、「自分の人生を

豊かにするため」、「仕事や就職のため」、「家庭・日常生活のため」、「健康の維持・増進

のため」の順となっており、学習を自己で完結する傾向にあります。 

 職業別にみると、「自身の健康維持」と回答した割合は、家事専業、無職、アルバイ

ト・パートの順に、「仕事や就職」と回答した割合は、勤め人、学生、自営業の順に高

く、生活環境が学習意欲にも影響することがうかがえます。 

 今後は、自己実現にとどまらず地域や社会への貢献活動にどうつなげていけるのかが

課題となります。 

 

 

 

【問６】 どのように活かしていますか、また活かしたいと思いますか。 

     （複数回答可）  

（ｎ＝210） 
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 「あくまでも自己の楽しみが目的である」（66.7％）が圧倒的に高く、次いで「活か

すことができる段階に達していない」（39.4％）の順となりました。「時間的余裕がな

い」や「身近で活かせる場がない」という環境的要因ではなく、自己で完結する傾向が

強いことがうかがえます。 

 性別でみると、女性が男性に比べ「あくまでも自己の楽しみが目的である」と回答し

た割合は約 40％、「面倒である」は約 20％高い数値となりました。また、「活かすこと

ができる段階に達していない」、「活かすという考えが思いつかなかった」と回答した

割合は、男性が女性に比べて 15％以上高くなりました。 

 職業別にみると、「あくまでも自己の楽しみが目的である」と回答した割合は、無職

で 100％、勤め人で 85.7％と高くなりました。 

 今後は、生涯学習による自己実現を図りながら学習成果を活用し、社会参画すると

いった取り組みや意識を醸成する必要があります。 

 

 

 

 

（ｎ＝33） 
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 「仕事が忙しく時間がない」（39.0％）が最も高く、「きっかけがつかめない」（28.5％）

「時期や時間が合わない」（22.8％）の順となり、内閣府による「生涯学習に関する世論

調査」（平成３０年８月）では、「仕事が忙しく時間がない」、「特に必要がない」との回

答が高い結果となっています。 

 性別でみると「家事や育児、介護で忙しく時間がない」と回答した割合は、女性が男

性に比べて 15％以上高くなりました。 

 年代別でみると、18 歳～60 歳代までは、「仕事が忙しく時間がない」、「家事や育児、

介護で忙しく時間がない」と回答した割合が高く、70 歳以上は「特に理由がない」と回

答した割合が 52.2％と他の世代に比べ高くなりました。 

 職業別にみると、「きっかけがつかめない」、「時期や時間が合わない」と回答した割合

は、学生において圧倒的に高い結果となりました。 

 今後、仕事や家事・育児をしている人でも参加できるような、多様な時間設定や生涯

学習活動を始めるきっかけとなる学習メニューの充実が必要です。 

 

 

 

 

（ｎ＝123） 
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 「広報かまがや」（46.2％）が最も高く、「インターネット（パソコン・携帯等）」（32.5％）

「新聞、雑誌、テレビ、ラジオ」（24.5％）の順となりました。 

 年代別でみると、「広報かまがや」、「自治会の回覧」、「新聞、雑誌、テレビ、ラジオ」の紙

媒体を回答した割合は、年代が上がるほど高く、「インターネット」、「ブログ・ツイッターな

どの SNS」の電子媒体は年代が下がるほど高い傾向にあります。 

 職業別にみると、「自治会の回覧」と回答した割合は、学生で 0％、勤め人で 9.9％と他の世

代に比べ低くなっており、地域との関わりと比例的な関係性がうかがえます。 

 一方、「インターネット」と回答した割合が 32.5％あるものの、「ブログ・ツイッター等の

SNS」と回答した割合は 8.6％、「市ホームページ」では 7.0％に留まっています。また、「特

に得ていない」では 17.2％と全体的に高い数値となっていることから、今後は紙媒体と電子

媒体の両方をより充実することで、情報を得ていない人へのアプローチにもつなげていくこ

とが課題となります。 

 

 

 

 

 

（ｎ＝372） 
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≪その他でご意見いただいた生涯学習施設の満足度及び理由≫ 

（ｎ＝1） 

（ｎ＝2） 

 すべての施設において「満足」が最も高くなりました。また、「不満」、「大変不満」

と回答した割合が高い施設でも 13.3％となり、施設利用者の大多数は不満がなく利用

していることがわかります。 

 「大変満足」、「満足」の主な理由としては、「職員の対応」や「施設の機能・設備」

が高く、「不満」、「大変不満」の主な理由としては、「施設の使用料」や「施設の機能・

設備」が高くなりました。 

 「施設の機能・設備」については、各施設の築年数等の関係から両方の主な理由に

なっていることが考えられます。引き続き施設の状況に合わせた対応が必要です。 

 各施設によって、目的や用途は異なりますが、生涯学習の拠点となる施設として、

より多くの市民に満足してもらうためには、施設の利用促進のＰＲと、市民や地域の

ニーズに即した学習や情報の提供、施設の機能等の充実、きめ細やかな職員対応が重

要です。 
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Ⅴ. 生涯学習への今後の意向について 

 「趣味・芸術的なこと」（48.9％）、「健康・医療・スポーツに関すること」（43.8％）

の 2 項目が突出して高く、内閣府による「生涯学習に関する世論調査」（平成 30 年 8

月）と同様の傾向となりました。 

 年代別でみると、「趣味・芸術的なこと」と回答した割合は、あらゆる世代で数値が

高く、「健康・医療・スポーツに関すること」では 30 歳代を除く世代で高くなりまし

た。 

 職業別にみると、「趣味・芸術的なこと」と回答した割合は、自営業を除く職種で高

く、「教養的なこと」と回答した割合は、学生が 7.1％と低くなりました。 

 今後は、市民のニーズと社会課題を結び付けた生涯学習事業を展開することで、地

域やまちづくりに関心を抱かせ、地域活動に参画してもらうための取り組みが必要で

す。 

（ｎ＝372） 
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「公共施設での講座・教室の情報」（39.5％）、「イベント情報（講演会、スポーツ大会

等）」（31.5％）、「民間施設で開催される講座や教室の情報」（22.6％）の順となりまし

た。 

 性別でみると「公共施設での講座・教室の情報」と回答した割合は、女性が男性に

比べて 10％以上高くなりました。 

 年代別でみると、「公共施設での講座・教室の情報」と回答した割合は、３０歳代の

55.3％を初めに全体的に高い数値となりました。また、「イベント情報」と回答した割

合は、40 歳代以上の世代で 30％を超えています。 

 職業別にみると、「公共施設での講座・教室の情報」と回答した割合は、アルバイ

ト・パート、家事専業が他の職種に比べ高く、年代と職種から、子育て世代の公共施

設での講座・教室のニーズが高いことがうかがえます。また、「イベント情報」と回答

した割合は、自営業で 41.7％と高く、定期的な講座のほかに不定期に開催されるイベ

ントの情報が求められています。 

 各種講座・教室・イベントの情報把握に努め、幅広い世代のニーズと地域に即した

情報を発信していくこと必要があります。 

 （ｎ＝372） 
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 「活かそうと思う自己の意識・意欲」（43.8％）が最も高く、「知識や技能を活か

したい人と活動の場を結ぶコーディネーターの充実」（28.5％）、「地域活動やボラ

ンティア活動の情報提供の充実」（25.5％）の順となりました。 

 年代別でみると、「活かそうと思う自己の意識・意欲」、「知識や技能を活かした

い人と活動の場を結ぶコーディネーターの充実」と回答した割合は、70 歳以上を

除く世代で高くなりました。 

 職業別にみると、「活かそうと思う自己の意識・意欲」と回答した割合は、学生で

85.7％と突出して高い数値となりました。 

 今後は、コーディネーターの充実や地域活動等の情報提供の充実といった環境的

要因のほか、活かそうと思う自己の意識・意欲を刺激するような内的要因に対する

働きかけが課題となります。 

 

（ｎ＝372） 



38 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



39 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅵ. 生涯学習を通じた地域づくりや子どもたちのことについて 

 「地域の安全、住みやすさ」（37.4％）、「住民同士の助け合いや地域の交流」（24.7％）、

「要介護高齢者の生活支援」（22.6％）の順となり、生活に対する安心・安全を課題とす

る割合が最も高くなりました。 

 年代別でみると、「地域の安全、住みやすさ」と回答した割合は、18 歳～29 歳の 46.2％

を初めに全世代で高くなりました。また、「住民同士の助け合いや地域の交流」、「要介護

高齢者の生活支援」、「高齢者の生活不安」と回答した割合は、40 歳代以上の世代で高く

なりました。 

 地区別にみると、「地域の安全、住みやすさ」のほかに、中央地区では「子育て支援・

子どもの健全育成」、中央東地区と東部地区では「住民同士の助け合いや地域の交流」、

南部地区では「環境・景観の保全」、西部地区と北部地区では「要介護高齢者の生活支援」

の数値も高く、地域による課題の違いが浮かび上がりました。 

 

 
（ｎ＝372） 
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「地域、団体、企業などをつなぐネットワークをつくる」（30.4％）、「地域づくりや

まちづくりに関する事業の充実」（29.6％）、「リーダー養成研修の実施」（26.9％）の順

となりました。 

 年代別でみると、「地域、団体、企業などをつなぐネットワークをつくる」と回答し

た割合は、70 歳以上を除く世代で高い数値となりました。 

 地区別にみると、北部地区では「地域づくりやまちづくりに関する事業の充実」と回

答した割合は 47.8％、「リーダー養成研修の実施」では 43.5％と他の地区に比べて突出

しています。 

 地域には、豊かな知識や経験、優れた技術や能力を持つ人材が多くいることから、こ

うした人材を発掘し、地域で活躍してくれる人材に育成することが重要です。調査結果

から、養成研修などの座学型の取り組みと、地域でのネットワークを構築しながら、事

業やプロジェクトへの参加を通じた実践的な取り組みを併せて実施していくことが必

要です。 

 

 （ｎ＝372） 
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「公民館などの地域の公共施設」（62.1％）、「学校の体育館・校庭」（56.2％）の

2 項目が突出して高い結果となりました。 

 年代別でみると、「学校の体育館・校庭」と回答した割合は、18 歳～29 歳で

71.8％と特に高く、学校をより身近な場所として捉えていることがうかがえます。

また、30 歳代～60 歳代までは、「公民館などの地域の公共施設」と回答した割合

が 60％以上となりました。 

 職業別、地区別でみても、上位 2 項目が高い数値となりました。 

 調査結果から、改めて公民館などの公共施設や学校などが地域の生涯学習活動

の拠点となることが期待されており、身近で安心・安全に利用できる場所での活

動が求められていることがうかがえます。 
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「ルールや社会慣習を学ぶ」（60.8％）、「豊かな人間性の育成」（54.6％）、「地域

のつながりが生まれる」（46.2％）の順となりました。 

性別でみると、「地域のつながりが生まれる」と「子どもの安全」と回答した割

合は、女性が男性に比べて約 10％高い数値となりました。 

年代別、職業別、地域別でみても、上位 3 項目が高い数値となりました。 

調査結果から、人格形成期である子ども時代に、様々な人と出会い、多様な価

値観にふれることで社会のルールや豊かな人間性を育み、生き抜く力を育成する

こと、ライフスタイルの多様化などから人間関係が希薄になっている中、子ども

の支援など学校を核とした地域づくりが期待されていることがうかがえます。 
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「講座や教室の充実」（40.9％）、「地域をつなぐイベントや地域住民の交流の場」（37.1％）、

「様々な情報の発信、提供の場」（28.8％）の順となりました。 

世代別でみると、「講座や教室の充実」と回答した割合は、30 歳代で 59.6％と突出して高

く、「地域をつなぐイベントや地域住民の交流の場」は、各世代とも高い傾向にあります。 

地区別にみると、全体の上位 3 項目が多い中、中央地区では「施設の整備」、東部地区では

「多世代交流の場」、中央東地区と南部地区では「個人学習ができる場所」、西部地区では「施

設の整備」と「多世代交流の場」、北部地区では「施設の整備」と「地域の課題解決のための

取り組みの場」が高くなりました。 

今後、公民館は「講座や教室の充実」や「個人学習ができる場所」など自己の満足度を高

め、人生を豊かにするための情報提供や場所となるほか、「地域をつなぐイベントや地域住民

の交流の場」や「多世代交流の場」、「地域課題解決のための取り組みの場」など、世代間交

流を通じて相互理解や地域の連帯感を高め、地域の課題解決の拠点となることが求められて

います。 
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「公共施設の整備」（33.1％）、「市主催の講座や教室の充実」と「住民ニーズの把握、

反映」（29.6％）の順となりました。 

年代別でみると、「企業・大学等との連携」と回答した割合は、18 歳～40 歳代で高

い数値となりました。 

職業別にみると、「公共施設の整備」、「企業・大学等との連携」と回答した割合は、

学生で突出して高くなりました。 

地区別にみると、「公共施設の整備」と回答した割合は、西部地区で 41.9％と高い数

値となりました。 

調査結果から、住民のニーズにそった施設整備や講座・教室などの事業展開に力をい

れるほか、企業・大学の専門的な知見を、地域コミュニティの促進や地域課題の解決に

供するため、包括的な連携に注力していくことが必要です。 
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